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A．目的 

補装具費支給制度は、我が国における福祉用具の

公的給付において根幹を成す制度である。同制度は、

補装具を必要とする障害者にとって、命綱と言える

ほど重要なものである。しかしながら、これまでに

制度運用上の課題がいくつか指摘されている。厚生

労働省の平成 24 年度障害者総合福祉推進事業によ

るテクノエイド協会の調査では、複数の課題が指摘
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されており、また、平成 26 年度の補装具評価検討会

においてはこれら課題について議論された。より効

果的・効率的な制度運用に向けて、現在、これらに

対応できるような制度の見直しが求められている。 

 本研究では、限られた財源の中での効率的かつ効

果的な制度の運用を目指し、補装具の利用者や、そ

の支給に携わる者、また供給に関わる事業者らにと

って、よりわかりやすい義肢や車椅子等の適切な種

目構造等の整理・明確化を行うとともに、それに対

応した基準額の設定や調査方法等のあり方を提案す

ることを目的とした。そして、その目的達成のため

に、（１）種目構造の整理、（２）価格に関する根

拠データ調査・設定手法の確立、の２つの課題を設

定した。 

 

Ｂ．方法 

Ｂ-１．種目構造の整理 

 本研究課題に関連する過去の調査報告の内容を精

査し、その他関連情報の収集を行って種目構造上の

課題を抽出し、研究分担者および協力者・関係者に

よる研究会議を行って課題を整理した。 

さらに、これを踏まえて、補装具の支給決定を司

る市町村の担当者を対象に現行の種目構造の課題に

ついてアンケート調査を行い、問題点を確認した。

対象 は全国の 1,741自治体（1718市町村+東京 23

特別区）とし、郵送法によるアンケート調査とした。

調査期間は2016年 1月 15日から2月28日までであ

った。期間は、当初、1月 29 日を期限としていたが、

より多くの回答を得るために、期限を 4週間延長し

た。 

また、海外の給付制度の状況について、インター

ネットでの情報を基に、ヨーロッパを中心に、福祉

用具の公的給付制度に関する情報を収集した。 

 

Ｂ-２．価格に関する根拠データ調査・設定手法の確

立 

当該年度は、製作事業者を対象とした補装具種目

毎の採算・費用構成等状況の把握のための調査準備

を行った。 

なお、当事者や自治体などを対象とした情報収集

においては、個人情報の保護に十分留意するととも

に、倫理的な配慮が必要である課題ついては事前に

国立障害者リハビリテーションセンターの倫理審査

委員会に諮問し、承認を受けてから実施することと

した。 

 

Ｃ．結果 

Ｃ-１．種目構造の整理 

研究会議による課題整理によって、姿勢関連補装

具、感覚関連補装具、義肢装具それぞれに関して、

取り組むべきいくつかの課題を明らかにすることが

できた。車椅子、座位保持装置などの姿勢保持関連

補装具は、類似する部分もあって判断が難しいケー

スもあることが指摘されていた。そして、この点に

関しては、いくつかを整理統合することによる改善

を期待する意見があった。感覚関連補装具について

は、補装具適合判定にかかわる眼科医からの意見の

なかに、一つの種目とされる眼鏡に、矯正眼鏡、遮

光眼鏡、弱視眼鏡という使用目的の異なるものが含

まれているところから生じる問題が多く見受けられ

た。聴覚障害関連補装具については、補聴器の重度

難聴用と高度難聴用の適応に関する問題、交付品目

と現状の普及製品との不適合の問題などが認められ

た。義肢装具については、完成用部品に登録されて

いる部品点数が多く、また支給制度を支える医療や

行政に係わる全ての人が理解して扱うために必要な

情報が行き渡っていないことから理解が難しくなっ

ている点などが挙げられた。 

これら研究会議による課題整理で得られた課題を

踏まえて作成した調査票を用いて実施した、アンケ

ートの回収数は 805 件で、回収率は 46%であった。

種目構造に関するアンケート調査から、市区町村担

当者の約半数は自治体担当者のみで理解できず、更

生相談所に頼っていることが明らかとなった。姿勢

保持関連補装具については、車椅子と座位保持装置

の違いが特にわかりにくいようであった。また、盲

人安全つえのベル、フラッシュライト等、製品が存

在しない種目を削除することによる整理の可能性が

確認された。さらに、デジタル補聴器やワイヤレス



 

 

補聴援助システムの普及や骨導補聴器問題など、現

状に見合った制度の調整が必要であることが伺われ

た。一方、特例扱いとなっている補装具について、

価格設定の要望が確認された。 

海外の給付対象については、国または地方自治体

でリストを作成して制度を運用することが主流であ

ることが示された。ただし、リストの内容について

は、製品ごとのリストから用具の機能ごとのリスト

へと変更され、それに基づいた制度への改訂の流れ

があることも示された。給付種目については、カナ

ダのオンタリオ州とオーストラリアのニュー・サウ

ス・ウェールズ州と比較して、補装具費支給制度の

特徴としては、移乗機器やベッド、環境制御装置が

カバーされていないこと、医療関係の用具がカバー

されていないことがあげられた。これらの中では、

日常生活用具でカバーされるものもあり、その点は

考慮が必要である。また、座位保持装置については、

オーストラリアのニュー・サウス・ウェールズ州 W

の制度において、補装具費支給制度と同様に、車椅

子に装着する物とそれ以外の物を別々にカテゴライ

ズしていることが示された。 

 

Ｃ-２．価格に関する根拠データ調査・設定手法の確

立 

 価格根拠把握のためのプロトコル開発のため、今

年度製作事業者・販売業者等を対象とした補装具種

目毎の採算・費用構成等状況の把握のための調査を

行う予定であったが、今年度に実施された価格改定

の影響を含めた調査が必要であると判断し、調査実

施を来年度に変更し、その準備を進めた。 

 なお、福祉制度外での市場価格による取引が行わ

れているものの実勢価格把握に関して、ユーザーに

かかる障害者団体等が存在する種目については調査

のコストとメリットを比較しつつ購入者価格の調査

により裏付けを強化することを検討した。 

義肢・装具・座位保持装置の完成用部品価格につ

いては、海外関連制度の情報を収集すると共に、部

品の機能・特徴と価格の関係に着目し先行研究（井

上ら）で既に進められている骨格構造義足以外の部

品の機能・特徴の情報整理に向けて種目毎の性質の

違いに関する情報収集を行った。 

義肢の採算が厳しいことが、先行研究（井上ら）

で指摘されている。その背景を明らかにするために、

過去の価格推移の検討、正味作業時間の内容検討を

行う。今年度は代表的な構成による幾種類かの義肢

について制度発足以降の価格の推移と物価指数の推

移の比較を行った。比較の結果、現時点では両者の

間に必ずしも大きな乖離は認められなかった。 

 

Ｄ．考察 

種目構造上の課題については、これまでの更生相

談所を主な対象とした調査とは異なり、支給決定に

携わる担当者からの情報が得られた点で、重要であ

ると考えられる。種目構造の見直しによって改善可

能と思われる課題もあったが、それだけでは解決不

可能な課題も見受けられ、それらに関しては、ガイ

ドライン等による情報提供、担当者の研修等、別途

対策が必要であると考えられた。海外の状況からは、

給付種目が製品ごとのリストから、機能ごとのリス

トへと変更が進む流れが伺われた。国によって事情

が異なるため単純に比較することはできないが、補

装具費支給制度の長期的に安定した運用を目指す上

で、さらに調査を行って、参考情報として考慮に含

めておく必要があると考えられた。平成 28 年度は、

これらの調査結果に基づき、種目構造の修正案を作

成するとともに、当事者や関連団体等を対象とした

調査を行ってその影響を明らかにしていく予定であ

る。 

価格設定については、義肢の採算が厳しいことの

背景を明らかにする作業の一環として、制度発足以

降の価格の推移と物価指数の推移の比較を行った。

その結果、昭和 56 年度以降大きく義肢価格が引き下

げられたことはなく、また現時点では両者の間に大

きな乖離は認められないことが確認された。近年義

肢価格は、素材単価の変化率に応じた調整、人件費

の時間当たり単価の反映などを踏まえた価格改定が

なされている。今回の検討結果により、義肢の価格

を考えるうえで、比較的調査が容易な投入物の単価

面のみならず、調査の作業負担が大きいと考えられ

る数量面（素材費における素材使用量、人件費にお



 

 

ける作業時間）の検討が重要であることが示唆され

た。平成 28 年度は、義肢以外の種目も含めた製作事

業者・販売業者等を対象とした補装具種目毎の採

算・費用構成等状況の把握のための調査等を行い、

調査方法・価格設定方法の検討、案の作成を行う予

定である。 

 

Ｅ. 結論 

 我が国における福祉用具の公的給付において根幹

を成す補装具費支給制度に関して、その効率的・効

果的運用を目指し、種目の構造と基準額設定のあり

方に関する調査研究を実施した。本年度は主に情報

収集と整理を行い、研究会議によって議論を深める

とともに、いくつかの調査を実施して課題解決に向

けた情報を得ることができた。今後は、障害当事者

や関係専門職、流通に関わる製作事業者等の同制度

に深く関係する者達の意見の聴取を行うなどして、

慎重に検討を行っていく。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

Ｇ．知的財産権に出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

 

 


